
32

障害者に対する支援と障害者自立支援制度

問題 56　障害者福祉制度の発展過程に関する次の記述のうち，最も適切なものを 1  

つ選びなさい。

1　1960 年（昭和 35 年）に成立した精神薄弱者福祉法は，ソーシャルインクルージョ

ンを法の目的とし，脱施設化を推進した。

2　1981 年（昭和 56 年）の国際障害者年では，「Nothing about us without us（私たち

抜きに私たちのことを決めるな）」というテーマが掲げられた。

3　2003 年（平成 15 年）には，身体障害者等を対象に，従来の契約制度から措置制度

に転換することを目的に支援費制度が開始された。

4　2005 年（平成 17 年）に成立した障害者自立支援法では，障害の種別にかかわらず，

サービスを利用するための仕組みを一元化し，事業体系を再編した。

5　2013 年（平成 25 年）に成立した「障害者差別解消法」では，市町村障害者虐待防止

センターが規定された。

（注）　「障害者差別解消法」とは，「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

のことである。
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問題 57　「障害者総合支援法」における介護給付費等の支給決定に関する次の記述の

うち，適切なものを 2 つ選びなさい。

1　市町村は，介護給付費等の支給決定に際して実施する調査を，指定一般相談支援

事業者等に委託することができる。

2　障害児に係る介護給付費等の支給決定においては，障害支援区分の認定を必要と

する。

3　就労定着支援に係る介護給付費等の支給決定においては，障害支援区分の認定を

必要とする。

4　市町村は，介護給付費等の支給決定を受けようとする障害者又は障害児の保護者

に対し，支給決定後に，サービス等利用計画案の提出を求める。

5　障害支援区分は，障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標

準的な支援の度合を総合的に示すものである。

（注）　「障害者総合支援法」とは，「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律」のことである。
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問題 58　事例を読んで，これからの生活においてＬさんが利用可能な「障害者総合

支援法」に基づく障害福祉サービスとして，適切なものを 2 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｌさん（30 歳）は，視覚障害により障害等級 1級の身体障害者手帳の交付を受け

ている。慣れた場所では白
はくじょう

を利用し単独で歩行でき，日中は一般就労に従事し

ている。これまで実家暮らしで家族から介護を受けてきたが，職場近くの賃貸住宅

を借り，そこで一人暮らしをしようと準備している。これからは，趣味や外食のた

め，行ったことがない所にも積極的に外出したいと考えている。Ｌさんの障害支援

区分は 3で，調理，洗濯，掃除等の家事援助を必要としている。

1　居宅介護

2　重度訪問介護

3　同行援護

4　行動援護

5　重度障害者等包括支援

問題 59　「障害者総合支援法」等に基づく専門職などに関する次の記述のうち，最も

適切なものを 1 つ選びなさい。

1　居宅介護従業者は，指定障害福祉サービスの提供に係る管理を行う者として配置

されている。

2　相談支援専門員は，指定特定相談支援事業所において指定計画相談支援を行う者

として配置されている。

3　相談支援専門員は，モニタリングに当たっては， 1年に 1回，利用者宅を訪問し

面接を行わなければならない。

4　児童発達支援管理責任者は，指定障害児相談支援事業所において障害児支援利用

計画の作成を行う者として配置されている。

5　居宅介護従業者は，病院又は障害福祉施設への紹介その他の便宜の提供を行う者

として配置されている。
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問題 60　事例を読んで，この段階においてＵ相談支援事業所のＭ相談支援専門員

（社会福祉士）が行う支援の内容として，次のうち最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｕ相談支援事業所のＭ相談支援専門員は，Ｖ精神科病院の地域医療連携室に勤務

するＡ精神保健福祉士から，精神障害者のＢさん（50 歳代）の今後の生活について，

相談を受けた。Ｂさんは，Ｖ精神科病院において約 10 年にわたって入院生活を

送ってきた。現在，症状は安定しているが，身寄りもなく，帰る場所もない状態で

あり，聞かれれば，「可能なら就労したい」と答える。そこで，Ｍ相談支援専門員は，

Ａ精神保健福祉士と連携しつつ，Ｂさんとの定期的な面接による相談を行い，これ

からの生活を一緒に考えることになった。

1　地域移行支援による退院支援

2　地域定着支援による退院支援

3　公共職業安定所（ハローワーク）を利用した求職活動の支援

4　障害者就業・生活支援センターによる職業準備訓練を受けるための支援

5　後見開始の審判申立て支援

問題 61　身体障害者福祉法に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさい。

1　身体障害者福祉法の目的は，「身体障害者の更生を援助し，その更生のために必

要な保護を行い，もつて身体障害者の福祉の増進を図ること」と規定されている。

2　身体障害者の定義は，身体障害者手帳の交付を受けたかどうかにかかわらず，別

表に掲げる身体上の障害がある 18 歳以上の者をいうと規定されている。

3　身体障害者手帳に記載される身体障害の級別は，障害等級 1級から 3級までであ

る。

4　都道府県は，身体障害者更生相談所を設置しなければならない。

5　市町村は，その設置する福祉事務所に，身体障害者福祉司を置かなければならな

い。
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問題 62　「精神保健福祉法」に規定されている入院に関する次の記述のうち，最も適

切なものを 1 つ選びなさい。

1　任意入院では，入院者から退院の申出があった場合，精神保健指定医の診察によ

り，24 時間以内に限り退院を制限することができる。

2　応急入院では，精神科病院の管理者は，精神保健指定医の診察がなくても，72

時間以内に限り入院させることができる。

3　医療保護入院では，精神保健指定医の診察の結果，必要と認められれば，本人の

同意がなくても，家族等のうちいずれかの者の同意に基づき入院させることができ

る。

4　医療保護入院では，精神保健指定医の診察の結果，必要と認められれば，本人の

同意がなくても，本人に家族等がいない場合は検察官の同意により入院させること

ができる。

5　措置入院では，本人に自傷他害のおそれがあると認めた場合，警察署長の権限に

基づき入院させることができる。

（注）　「精神保健福祉法」とは，「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」のことで

ある。


